
天草市まち・ひと・しごと創生「人口ビジョン」と「総合戦略」の全体像

人口ビジョン 総合戦略（平成２７年度～３１年度の５か年）

中長期展望(２０６０年を視野) 基本目標(成果指標、２０２０年)
主な施策

主な重要業績評価指標(ＫＰＩ)

天草を支える産業の発展と安定した
雇用を創出する
◆都市部への人口流出 680人減少

◆就業人口数の確保 32,310人

（H22国調：38,904人）

若い世代の結婚・出産・子育ての希
望をかなえる
◆30～34歳女性の就業率 78.0％（H22国

査75.14％、全国60.64％、県67.36％）

◆35～39歳女性の就業率 78.0％（H22国

査75.17％、全国60.37％、県68.69％）

◆子育てしやすい地域だと感じる市民の割

合 62.5％（H26アンケート：51.6％）

天草への新しいひとの流れをつくる
◆都市部から本市への転入 400人

市民が誇りを持ち安心して暮らせる
地域をつくる
◆健康に暮らしていると感じる市民の割合

81.0％（H26アンケート：70.8％）

◆安心して暮らせていると感じる市民の割

合 79.4％（H26アンケート：66.9％）

①起業創業や既存事業者支援による雇用創出

・地域の事業者100社100人の雇用を生み出す

・ビジネスマッチング・二地域就労促進

・遊休公有財産オフィス化等の促進

・チャレンジする人材育成から天草での就職支援

②地域資源を活用した産業振興による雇用創出

・天草産品の都市圏戦略による販路拡大

・天草陶磁器の産地化、陶芸家から選ばれる島へ

・大学・企業等と連携した新たな産業づくり

③農林水産業の成長産業化

・経営体の強化、育成等による持続可能な農業の振興

・高品質、資源化による林業の振興

・つくり育てる持続可能な水産業の振興

・第一次産品の高価格化、地産地消の推進

④観光振興及び観光客の利便性向上

・世界遺産登録の推進

・サンタクロースの聖地・天草づくり

・天草の拠点づくり

・ひとの交流事業及び大会等誘致の推進

・広域的な連携等の取組み

・観光PR及び受入態勢の整備等

①天草への移住促進

・天草の自然環境を活かした交流と移住・定住の推進

・移住者のための起業支援の充実

・移住者支援情報の提供体制整備

②若者の地元定着に向けた支援等

・奨学金制度の充実

①健康寿命日本一のまちづくり

・健康づくりの推進

・地域医療の充実

②地域で住み続けられる環境整備

・防災対策等の強化

・市民の生活交通手段の確保等

・周辺地域とのネットワーク等の形成

・市民の情報交流手段の確保等

①若い世代への結婚支援

・結婚相談等の支援

②妊娠・出産・子育ての切れ目のない支援

・妊娠・出産への支援サービスの充実

・子ども・子育てに関する支援体制等の整備

「しごと」と「ひと」の好循環づくり
起業創業や既存事業者支援による雇用創出
チャレンジ事業所数100社、雇用創出数400人、民

間企業障がい者雇用率2.0％、誘致企業数5件、新

規高卒者管内就職率30％など

観光産業の成長産業化
観光等入込客数420万人（9～2月：143万人）、宿泊

者数42万人、「道の駅」等整備施設数5施設など

天草への移住促進
移住者75人/年、新規相談150件/年など

農林水産業の成長産業化
認定農業者割合70％、農業生産法人・企業参入36

法人、新規就農者100人、新規就漁者12人など

好循環を支えるまちの活性化

地域で住み続けられる環境整備
災害に強いまちづくりが進んでいると感じる市民の

割合 46.6％、路線バス等・航路・航空路利用者

の確保など

健康寿命日本一のまちづくり
健康に気をつけて生活している市民の割合 90.0％、

健康寿命 男78.66歳・女84.1歳など

若い世代への結婚支援
事業を通じて結婚した組数5組

妊娠・出産・子育ての切れ目のない支援
子育てを相談できる人がいる市民の割合34.6％、

子育てサービス等が利用しやすいと感じる市民の

割合33.8％など

人口減少問題の克服

◎2060年総人口

４５，０００人を確保

1．都市部への人口流出の是正
(1)天草における雇用の創出

(2)移住・定住(Ｕ・Ｊ・Ｉ・ターン)の促

進

※人口流出４，０００人減少

2．若い世代の希望を実現
(1)結婚・出産・子育て支援充実

(2)合計特殊出生率2.1へ向上

※出生数２２，４００人

3．活力ある地域社会の維持

2060年GDP１，０５０億円を目標
（※人口安定化、生産性向上が実現し

た場合）

地域資源を活用した産業振興による雇用創出

天草産品の新規取引業者数60社、市内窯元数26

窯、大学・企業等との協定締結数5件

若者の地元定着に向けた支援等
奨学金免除制度利用者数 医師12人・看護師50人


